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インプレーションによる労賃収奪について

金谷義弘

はじめに

木稿の課題lま，インプレーションの労賃収奪機能の解明を行うことにある。

イγ フレ -vョγが，いわゆる価値収奪機能を持つということ，アこ Eえば労賃

や預金の実質的な低落などは，立場を越えて誰もが認めることである。しかし，

このようなインフレの持つ労働者陪級・勤労諸階層に対する損失効果が，資本

主義的生産様式の中でどのような位置を占めるのか，またこの効果がインフ ν

のトータノレな機能形態の中でどのような位置にあるのか， といった点について

は，十分な解明がなきれているとは言えない。

そこで本稿では，まず第 I節で，インフレーショ Yに独自な価値収奪機官包を

理論的に把握する場合，出発する論点が何であるのかという点を解明するG そ

のなかでインフレによる労賃収奪がし、かなる理論的定在を有するのかを明らか

にする。これを受けて第E節では，インフレによる労賃収奪のメカニズムを解

明する"

大内力氏ば，氏自身の国家独占資本主義に関する見解を表明される中で，イ

ンフレ-'./3./・管理通貨制度の機能を重視される。そして，宇野理論に独自

1) インフレ γaンを単に紙幣の代表金量の減少町問題に還元しないでl したがって商品価格。
上昇の問題に還耳しないで，流通全通じ c民間される価値収事関保の担い手としての機能形態に
まで分析するためにはl まずイソフレに独自の価値収奪の基本的メカニズムやz その波及過程で
の展開を研究世ねばならな丸、。私は インフレの骨買収奪機能の研究に先立つこうした詰論長七

これまでに以下の二論文において研究してきた。金容義弘，インフレ ションの概念規定につい
て， r経済論叢」節133巻第4' 5号，昭和59年4，5月。同，インフレ-'/aンの波及過程につ

いて 「経済論叢」揖1.'l4巻第3・4号 昭和59年 9.10月号〔本稿では! これらを以下「概念
規定 r波及過程Jと略す)。そこで本稿での労賃収奪機能。分析は，こうした研究を前提とし
て展開される。必要に応じて，乙れらの論点については言及するが是非とも参照さわたし、。
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の恐慌論に立脚して恐慌を把握され，恐慌を克服・回避する機能として管理通

貨制度を位置づけられる。この場合，氏の国家独占資本主義論の理論構造の一

方の極たる恐慌論刀、，労賃騰貴から資本過剰を言う「宇野恐慌論」であること

に対応して，他方の極たるインフレーション把握も，労賃収奪の機能を主要な

モメントとして理解されることに注意する必要がある。つまり，大内氏は，イ

ンアレーションに独自の価値収奪力能の基本的機能を労賃収奪と見ているので

ある幻。そ ζ で問題は， インフレの価値収奪機能を理論的に把握する場合， 労

賃収奪か b出発できるか否かである。

従来，インフレ}、ンョ γ の価値収奪機能の中における労賃収奪の理論的定在

を明らかにすると左が，真E両から追及きれてこなかった。本稿は，インフレ

←'../"1ンによる労賃収奪の問題を，インフレに独自の価値収奪力能の一つの発

現形態として解明することを目的としている。

E 新規造出紙明書の分配と価値収奪機能の展開

この節では，インフレーションの価値収奪の諸機能の中に占める労賃収奪機

能の理論的定在を明らかにすることを課題とする。したがって，全面的とは言

えないが，インフレに独自の価値収奪機能の資本主義的機能諸形態の検討を行

ってお〈必要がある。

Ca) インフレに独自な価値収奪の機能

まず最初に，インフレに独自の価値収奪機能の基本法則を簡単に見ておくこ

とにする。

紙幣を造出する主体は，国家であり，国家は自らの権)Jに基づき紙幣官自由

に創出することがてきる。この場合，国家は税収などの経済的力能に制約され

ることなし購買力を獲得できるのである。流通の必要にかかわりなく国家の

手によって投入される新規紙幣には，二つの側面が存在するo 第ーの側面は，

。大内力「国家独占資本主義ム東京大学出版会! 昭和45年。同「国家独占資本主義破綻の構

造ムお茶の水害房p 昭不rβ8年。以下では，タイトルを「国独資よお上び「破綻の構造」と略す.
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その経済的側聞であり，流通必要金量を代位しない無価値の紙幣という側面で

あるω。第二の側面は， そずした経済的本質における区別にかかわらず蹴存の

流通紙幣と同等の購買力を主張しうるとし寸法貨規定の側面である。このι側

面を持つ新規紙幣が，既存流通紙幣とともに流通過程に投入されれば，両者の

競合的流通が生起して，相互に購買力が切り下げられ，紙幣総体が流通必要金

量に庄縮されることになる。新規紙幣の投入によョて増大した紙幣総量が，流

通必要金量に庄縮され，その結果，個々の紙幣の代表金量が減少すること，こ

れが「紙幣減価法則」である。

この紙幣滅何法則のもとで，ィ γ フレー γ ョyに独自の価値収奪法則は展開

する。すなわち新規紙幣の分配形態から価値収奪機能が発揮される。新規紙幣

の分配形態は，大まかに言って二つに分かれる。第ーは，新規紙幣を，個々の

経済主体の既存紙幣所有傾に比例して分配する場合である。この場合は，イン

フレに独自の価値収奪機能は発揮されない。というのは，すべての購買者の支

出する紙幣が，単純に倍増するだけだからである。これは，各購買者の紙幣の

額面を均一に書き改めるに等しい行為だからである。これに対して第二の場合

は，新規紙幣を社会の構成員の一部分にだけに与える場合である。この場合に

は，新規紙幣を差別的に与えられた購買者が，既存流通紙幣のみで購買する購

買者を収奪する関係が成立する。つまり社会の商品総量を，新規紙幣の額面と

既存流通紙幣の額面との比率に応じて分配する結果，無価値の紙幣を国家から

供与された購買者へ，紙幣進出なくば既存紙幣による購買者の手中に入るはず

の商品が一方的に移転されるの Eあるヘ

3) ζ こには，新規に造出された紙幣の第ーの側閣である無価値の紙幣という規定性が，なぜ独自
の経済的形態規定となるのか.とLイ問題山あるだろう。無町ie:でらるとし、う規定は，それ自体
としては私の眼前にある花瓶が無価値であることをもって一つ由経済的形態規定でないりと同じ
でめる。」の無価値とし寸規定は， もう ユテの規定たる法貨規定の什与と統一されて，既存疏通
紙幣との競合関係におかれる時，既存紙幣の購買力を切り下げつつ全体として流通必要金量に圧
縮されるという札象を主主主ずる原固となる。こうした意味においてl やはり無価値の紙幣とL、ぅ
規定は，一つの経済的形態担定となる。

4) こう J たインフレ ションの価値収奪機能の一般的な機構の詳細な分析についてはj 拙稿「概
念規定」のE節を参照せよ。
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このイ γ フレに独自の価値収奪法則は，実際には波及過程に固有の条件によ

って修正される。本稿では単純仕のためにこれ以上は具体的な論点に立ち入る

ことは控えておく円

総じて貨幣論次元でインフレーションを把握する場合，新規紙幣0)造出によ

って増大した紙幣総量の流通必要金量への圧縮を規定する「紙幣減価法則J と，

価値収奪力能を規定する「新規紙幣の分配形態」との二そメン卜で把握されね

ばならない。しかし，これはあくまで資本主義的形態規定を捨象Lた次元での

問題である。

(b) 新規に造出された紙幣の分配形態と価値収奪の機能形態

そとで資本主義的形態規定幸子与えたもとで，インフレに独自の価値収奪機能

を考察することにしよう。まず考察の出発点となるのは，資本主義的生産様式

が直面している限界，とりわけ資本過剰の顕在化に対して，不換制に基づ〈紙

幣の発行がどのような限界突破力能をもつのかという点である。この資本過剰

という限界は，それ白体としては経済的危機である。しかし， この資本過剰が

大規模な失業を伴う限りでは，それは政治的危機に転化する性格のものとなる。

したがって経済的危機とともに，むしろ直接的には，政治的危機の克服・回避

を目指して，新規紙幣の造出による国家介入が行なわれるのである。そしてイ

ンフレに独自の価値収奪力能の発現を決定するのが，新規に造出された紙幣を

誰がどのように支出するかであるから，この新規紙幣の分配形態の在り方に応

じて，限界突破の力能が変化するであろう。ここでは資本過剰を与えられたも

のとして，新規紙幣の所有者。J在りみを研究することから始める。

そこでまず結論を先取りすれば，新規に造出された紙幣は，資本家階級に供

与されて，資本前貸しとして利用されるのが最も基本的な新規紙幣の分配形態

だということである C だが，資本主義経済の迎える局面に応じていつもそうだ

とは言えなし、。

5) インフレの浪E過程の中でl どのように価値収奪法則がiIliiEされつつ買撤するかはj 拙稿「波

及過起」を参照ぜよu
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というのは第一に，たとえば恐慌によって経済的危機の状態が招来され，失

業を直接的な動機として指紋闘争の高揚が生みだされ政治的危機に転化せんと

する場合，不換制の通貨体制は，労働者階級・勤労諸階層に対して，新規紙幣

の直接的な散布を行うことによって対処することになる。まfこういった労働

者陪級・勤労諸階層への直接的供与の場合を考えてみよう。

この場合は，すぐれて政治的危機の回避が目的となる。新規紙幣が造出され

て，失業・倒産などで生活危機に陥る労働者階級・勤労諾階層に対してこれが

分間日きれる。彼等の手中に入っ史新規紙幣は，生活手段の獲得のために支附さ

れる。そこで生活手段を求めて，彼等の新規紙幣と他の労働者・勤労諸階層の

支出する既存紙幣とが，生活手段市場において競合的流通を起こすことになる。

かくして生活危機に陥いった階層に生活手段が分配され，当面の経済的危機の

政治杭危機への転化は回避される。だが注怠すべきことは，紙幣の造出は決L

て有用な労働生産物の生産ではないから，ここで起こることは，ある部面に存

在した商品が，インフレーションに独自な価値収奪機能によって別の部面に移

転されてきただけだということである。したがってここに見る経済的危機を回

避する機能は，経済的危機に直面している国民諸階層の総体に対処する機能を

持たず，ただ最も経済的危機の激しい部商に対処し，その部面の階級闘争の激

化とその国全体への波及を回避し，そのために他の広範な国民諸階層に犠牲を

強いるとし寸機能を果たすものなのである。この場合，他の階層に犠牲を強い

る形態は，直接的な統制による供出など Eはなく，紙幣増発を通じた隠然たる

形態なのであるへまた， この形態は，その時点で既に生産されて， 'た生活手

6) インフレ シ三ン政策を通じた国家の経涜過程への介入はj 他の介入形態とは遣い，その階扱
的性格が国民のイデオロギ的認識へと反映しにくい性格をもっている。 r国家の介入〈中目的
は様々 。形態がある。ヨ苦資凶保に対する統制，資本主義的発展にとって樫桔となる労働者階級の
諾権利。剥革労働交易ー貿易資源産業への統制などの方法がある。しかし，ょうした方
法は，資本と賃労働の階級対立を内に含み，これを包括する抽象的な私的所有の原理と， これを
イプオロギ-&"に立えるブルショア的意識形態に矛盾する万法である。したがってj こうした方
法は，土台のみならず，法律を中心としたイデオロギ 的上部構造においても高度に発展した資
本主義国では，十全になじむ国家介入り形態にはなりにくい。これに対して，過程の出発点にあ
る階級性を持った法則の侵害を財政金融の制度的条件によって粉飾すれば，紙幣減価法則とノ
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段を再分配して消費することによって直接的な政治的危機の生成を防止するだ

けで，資本主義的な原理にもとづいて生活手段を新たに生産することにも，総

体として資本主義的生産を再出発させることにも繋がらない。こうした積極性

と版界とが，この新規紙幣の分配形態にはある。また，破産に瀕する個別資本

の債務の国家による肩代わりも，個別資本の破産を凶避する効呆を持つが，決

して資本主義的発展を促進するものではない。支持される階級がそれぞれ異な

るとはいえ，これらは同ーの積極性と限界を持つ。

この第一の場合は，著しい資本主義的生産の撹乱に対応して発動きれる一時

的なインフレ政策の機能形態である。

そこで次に新規紙幣の分配形態の第二の事例を考察しよろ。それは，新規に

造出された紙幣が，資本家階級に供与され，彼自身の消費支出に主当きれる場

合である。これは，次に考察する事例，資本家が新規紙幣を入手して資本前貸

しに利用する場合と並んで，資本家自身が支出する場合の一つの形態である。

新規紙幣を供与された資本家階級が生活手段の取得のために支出する場合，資

本家階級の支出した新規紙幣は，生活手段市場に投下されて，そこで主に労働

者・勤労層の既存流通紙幣と競合的流通を起こす。ここでは，インフレ ショ

ンに独自の価値収奪関係の形成は，生活手段をめぐって行なわれ直接的に資本

家による賃労働者・勤労諸階層からの生活手段の一方的収奪となり，剥き出し

の収奪関係となる。それは，すぐにイデオロギー的社会関係に反映して政治的

危機を激化させることになろう。この第二の場合は，インフレ ションの価値

収奪力能としては，最も従属的なニヒメントでしかない。

これに対して第三の場合，すなわち新規紙幣を資本家が資本前貸しに利用す

る場合はどうなるであろうか。資本家が資本前貸しに利用すると，この新規紙

幣は，二つの部分に分かれるロすなわち一方は，不変資本投資として生産手段

市場へ投下きれ，他方は労働市場へ投下される。 Lたがって新規紙幣の流通過

、いう経済告則に則る国家介入の形擦は。個別資本の相対的向立性や再定ぜず，とれを媒介するプ
ルジョア的意識諸距態とも矛盾しないという特融を有することになるJ(拙稿「概士規定ム 132 

ベージ〉。
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程への浸透は，それぞれの市場の性格に応じて考察されねばならない。そこで

まず生産手段販売市場を見ょう。この場合，生産手段販売市場において実現問

題に遭遇Lている過剰商品資本が存在しているか杏かによって事情は異なると

言える。まずある個別資本の新規紙幣による不変資本前貸しが，他の資本の持

つ過剰商品資本としての生産手段を「突現」したとしよう。この場合は，生産

千段を販売する他の資本の過剰商品資本の「実現」であるから，流通必要企量

を構成しない労働生産物，資本主義的生産から脱落した労働生産物が，無価値

の紙幣の投入によって再び資木主義的生産過程に包括きれるごとになる。それ

までの資本主義的生産に土って包摂し去なかった牛産諸力の果実が，ここでは

国家の紙幣造出によって資本主義的生産過程に包反されているのであ品。しか

し，こうした私的資本家自身の判断による過剰商品資本の「実現」は，この資

本家自身が，資本主義的蓄積の再開に十分確信を持つ場合でないと実行される

ことは望めないのである。資本蓄積の再開とともに，この新規紙幣は支出さわし，

そこで初めて競合的流通を惹起するのである。このように資本過剰がー般化し

ている状況では，新規紙幣が独占資本に与えられたとしても，そのことによっ

て一国の資本主義的発展がすくに現実性を獲得するわけでないことが分かる。

独占資本へ新規紙幣が供与されるということは，資本過剰の克服にとって一つ

の条件でしかない。したがって資本過剰の存在が支配的な局面では，私的資本

に対して新規紙幣を供与するだけでは，資本主義的生産の再開は実現せず，後

に述べるように国家自体が直接的に購買者となる必要がある。また，購入され

る商品が，過剰資本でない時は，この商品は， ζ うした介入がな円れば他の資

本に入手されたはずり商品であるから，新規紙幣の投入ヒよって，それが新規

紙幣を入手した個別資本へと振り向けられ，移転されたことになる。この場合

には，他の資本に対する収奪によって新規紙幣を入手した資木の集中・集積が

達成される。そ Lて何れの場合にせよ，一国の生産の客体的条件がイ Y フレの

価値収奪力能によって一定の資本・産業に集中されるのである。それは， この

一定の資本において新技術の導入の一条件となるのである。
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これに対して可変資本投下の場合はどうであろうか。この場合ば，相対的過

剰人口の恒常的な存在のため，上記のように限定された商品量に対して新規紙

幣を含む増大した紙幣量が買い向かい，競合的流通を起こすというのでなく，

充当される労働力の量的拡大として現象する。労働力が，相対的過剰人口のブ

ーノレから引き出されたり，他ω資本の傘下にあった労働力が， 方的に一定の

資本に集中される。 ζ の場合一方的に移転されるのは，労働力であるが，収奪

関係は，個々の資本の可変資本投下との関係において生じているのであるから，

ある資本による他の資古の収奪なのである。

このように見てくると，新規紙幣が資木前貸しとして利用されれば，イソフ

レに独自の価値収奪力能は，資本間収奪として発現することになる。だが実際

には，この収奪関係は，操り延べられ波及過程の後の段階で発現することもあ

る。したがって，現実には支配的資本たる独占資本と従属的資本たる非独占資

本との聞の収奪関係，あるいは時々の戦略産業・新産業部門とスクラップ部門

との聞の収奪関係として現象する九この場合，独占資本によって構成される

市場において価値収奪関係は形成されないが，その市場の全般的な価格上昇が，

利潤率を上昇させて資五の活動を活性化させる効果を生む。

7) ある部分市場における購買君の一人だけが，新組紙措乞入手し亡いる時，そりnJ場の商品獲得

をめくる購買者相互の腕合的流通を通じてす新規紙幣を持つ購買者が，他の既存紙幣による購買

者を収奪する。しかし， 'b L新規紙幣を持っこの購買者が!対面する販売者の一人と融合関係を

持っており，増大した紙幣量をこの脹売者だけに振り向けたとしたら l 紙幣の現実の競合関係が

形成されず，価値収奪力能は発現されな札、。この眼亮音としての個別資本は，新規紙幣を含む増

大した紙幣量を入手する。この個別l資本が，今度は購買者としてまた別の市場に向かい，そこで

初めて既存流通紙幣と競合的流通をする時，而町E収奪力能が発現する。この収奪力能(本稿で佳

に言う「横田収奪口の啓転。法則については 拙稿「波及コE程」で解明した(拙稿「浪及過程J.

96........98ヘ ジ〉。さらにもしこの最初の市場の購買者のすべてが，同等に新規紙幣を入手~.支出

したとしたら，市場の士而防備格 L井が起ζ るが3 価値凪奪関係は形成されなくなる。だか b新

規紙幣が投入される描一市場の購買者のすべ亡がl 独占資本であり， この独占質本のすべてが新

姐紙幣を国家から同等の比率で供与される場合，独占資本間収傘は生成しない。この場合には，

ζの市場町政売者たる新規紙幣の所有者が，他の市場で既存流通紙幣による購買者と競合して購

買関係を結."時にl 収奪間保を市成する。この場合，第一市場の購買者である独占資本との利害

の一致をもとにして，一定の産業分野にかかわる独占的集団と，園内の訓独占諸資本との聞の収

奪関係という性格を持つ4うになる。この点は，拙稿「波及過程」で示した法則に基づいて独自

に杭を改めて論じることにする。
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このように第三の，新規紙幣を資本家が資本前貸しとして投入する場合は，

第一・第三の場合と異なり，資本主義的発展を直接的に実現し，資本と賃労働

の相互前提関係を強化する条件となる。と同時に示唆Lておいたように，新規

紙幣が私的資木家の子によって支出される限りで，著しい経済的危機の場合に

は，それだけでは資本主義的発展の現実性に対する一条件でしかなしその現

実性は獲得亡きない。そ ζで第四の場合，つまり国家自体が新規に造山された

紙幣でもって購買主体として立ち現れる場合を考察しよう o

国家自身が紙幣の造出によって購買者として現れる場合，最も特徴的なこと

は，新規紙幣に基づく需要〈し、わゆる「名目的需要J)が，産業循環の影響な

どを受けず，安定している点である。との安定性をもとに Lて. 1)著しい経

済的危機のもとでも，独占資本を中心とした諸資本の過剰商品資本を買い上げ

ることができるべか〈して個々の資本の停滞したままの過去の前貸し資本の

還流を実現できるのである。 2) こうして国家は買い上げた労働生産物をもっ

て社会資本建設などを行い，長期にわたって社会的総資本に外在的な市場と，

失業労働力の吸収機能を持つことになる。また. 3) この国家自身の事業をも

とにして私的資本のみでは，受容できなかった生産諸力を導入することができ

るのであり，もって一国全体に対して技術的波及効果を与えるのである。一一

1)のモメントだけの機能を持つのが，軍需経済であり，過剰資本は再生産過

程から脱落する。発達した資本主義のもとでのインフレ政策の場合，いわゆる

「ケインズ政策」としてこれら三つの機能は統ーして発動される。こうした国

家の統一的機能により， これまでの資本主義経済は，独占資本を中心とした安

定的な需要を外部から保証される。こり需要保証のもとで，新規紙幣を入手し

8) ここにはp 流通必要企量の市場価格レベルでの具体化における つの未解決の問題が存在する.
つまり，流通必要金量を規定する「実現さるべき商品給額」が，現実には市場価格によって規定
されるとするのが通説的見地である(たとえば，三宅義夫.r流通必要金量」に関する誤解.r立
社経済学研究J.32巻4号，昭和54年3月，参照〉がj そうすると今度は， 新規紙幣の支払iによ
って「実現」きわた柿栴もやはり市場価格だということであるの新規紙幣によって「実現」され
た価格は，理論的に言って市場価格一般となんら区別のないものと見る場合. r過剰」な紙幣は
存在しなくなる。この論点もぜひ改めて論じることにする。
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た独占資本を中心に，上記第三の場合に見た資本聞のイ Y フレ的蓄積効果が，

展開する。 この第四の場合に£って，資本過剰が支配的な状態から新たな資本

主義的発展へ転化するもう一つの条件が与えられるのであるヘ

( c) イY フレに独自の価値収奪の機能形態と労賃収奪の理論的定在

以上の価値収奪の諸機能形態は，過剰資本の生成などの資本主義的生産の限

界に対して同時的に展開し， 資本主義的発展へと転化させる条件となる。 なか

でも第三と第四の場合が， 基木的なぞメントとなる o 第三は， イγ フレーショ

yによって独内資本の蓄積を促進する機能である。とれに対L第四は， ，@剰資

本の吸収の機能である。 そしていずれの場合ι直接には資本による賃労働の

収奪の強化を，意味Lていない〈もちろん，労賃収奪がこうした過程の帰結と

して生起することは，次節で見るとおりである)。これは理由のあることであ

る。 というのは資本主義的生産の当面の限界は過剰資本であるが， それは， 資

本による賃労働の搾取の絶え間ない追及の結果として惹起されたものである。

したがって，イ yフレに独自の価値収奪機能の最も基本的な機能形態が，労賃

収奪であれば，資本過剰の原因を一層強化することが，基本的機能だというこ

とになり，資本主義的生産の限界突破機能とならないからである。インフレー

ショ γ も， こうした資本主義の限界突破機構である以上，この資本主義的搾取

の追及の一般的帰結としての資本過剰に対して，薪元?をiIi1動彩患を:lfuG肉f能

動的機能を持たねばならないのである。イ yフレ ションの価値収奪機能は，

労賃収奪から出発して理解することはできない。

9) ここでは!新規紙幣の投入は，過剰商品賢本を「実現」する場合と 過剰資本でない商品に買

い向かう場合とに分けて考察されている。これは弔国家自身が紙幣造出によって購買者となる場

合，国家が収奪者となり，社会的総資本ゃうラ働者が被収奪者となるといった誤解を避けるためにも，

重要な見地である。というのは資本過剰は，資本主義的生産の中で発展させられながら， この生

産様式の咋'Tもはや有効L活用巴きなくなったま庄諸)Jの発事L噌態 Cある。したがっ℃新規紙幣

によって固家がこれを「実現」せねば，廃棄される他ない生産物なのである。だからl 国家がこ

の過剰商品資本を実現することは，過剰資本を抱えた独占資本を収奪することにはならない。む

しろ，これまでの資本主義的生産の中で活用できない生産力の果実を，再度，資本主義的生産の

中へ包餌せんとする活動なのであり，資本主義の全般的危機に対する不換制に基づ〈新たな突破

形態なのであるn
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不換制に基づ〈国家のインフレ政策を通じた介入が，労賃収奪機能を基本と

したものであるとする大内力氏の国家独占資本主義論の誤りは， この点にある。

氏は，不換f~Uに基づく国家介入は，訟慌の克服・凶避にあるとするそれ自体正

しい見解を主張しながら，この国家介入の機軸に「労賃収奪」を置く ζ とによ

って，乙の機能があたかも恐慌を抑制するだけの受動的なものに留まるように

言われるのである則。

イシフレ←ションに独自の価値収奪機能は，まず資本間収奪として展開するU

そして，インフレによる労賃収奪は，従属的ニモメソトとしてイ Y フ レ の 波 及 過

程の途上で，独自の条件によ η て発生 L， [~.記に昆介資本間の矛盾の負担転嫁

機構としての定在を有する。

II インフレーションによる労買収奪

上記にみたように，新規に造出された紙幣の差別的供与によってインフレに

独自の価値収奪力能は，一方で新規紙幣を優先的に供与された支配的資本(独

占資本〕による従属的資本(非独占資本〕の収奪を起こし，資本の集中・集積

を推進する機能として発現した。また他方で，それまでの資本主義的生産では

10) 大内氏は，恐慌の克服を機軸とした国ま独占資本主義司機能を，インフレ政策に求めて，迂言

月世壊。緩和，③価裕の回i:J.. ①既存債萌の軽減 固定資ふ費の低落による利潤率り回復j ④賃

金の実践的低下の促進，⑤為替相場の実質的な切り下げによる輸出促進，などをその効果として

あげておられる〔大内「国独資J，174~176ベージ〉。 ζ うした多様な機能をあげられながら，氏

はζの中で労賃の実質的な減少を基本的な機能であ。と見ている。 Iより基本的には，哲働賃金

にたいして他白物価が相対的に上昇することにより.!!i扶余価値総量が増大することが，利潤率。

回復を支えヤい{SJ(同， 176ベ ジ〉。しかし とれは事実から出発することより 字野恐慌J諭

との論理整合性を優先した氏自姿勢を現すもりであることはj 本文に示したとおりである。直接

の担済的 政治的危主義へり対応に留まらず，資本主義発展の条件を個々の機能!こそくして分析し

ないため，氏の見解は，固独資のイソフレ政策を単にi1j位抑制的に LiJ'見ない見解に帰結する.

「もし国家独占資本主義が恐慌を回避Fるための体制であるならば，むしろ成長をおさえl 恐慌

として爆発するような矛盾の堆積をできるだけさけようとするのがとうぜんであろう。このいみ

でまず，国家組占資本主義は高度成長経済と不斉合なのであり，むしろ低成長ないしは， より正

確にいえば，モテレートな成長のもとにおける均街が，それによりふきわしいもののように思わ

れるのであるJC同， 36.......7ベーシ)， Iだが，そういう低成長的な体質と現実の高度成長とには，

ー孟大きな阻障があるのであり， そり点をどう理解したbいい由か， ということこれである」

(同J 211"'"ージ〉。民は，上記りように様々な機能形態を示しつつも，諸機能の内的連関を言わ

ないことによって3 労賃の実質的低下を窓意的!こ取り出すことを隠蔽しているのである。
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包摂できなくなった生産諸力を，国家のイ γフレ的介入によって再び資本主義

的に包括し，新たな技何・生産方の波及の拠点を形成する機能を持った。これ

らの機能形態は，直接には搾取の強化でなく，資本主義的生産の限界を突破し，

新しい資本蓄積の運動形態を切り開〈のである。この限りでは，労賃収奪機能

は，従属的ーモメ Y トなのである山。

そこで今度は，こうしたインフレの資本主義的機能形態のーモメ Y トである

労賃収奪機能を取り上げることにしよう。もちろん，このように述べたからと

言ってインフレの労賃収奪機能が既に見た他の収奪機能と全く別のものである

と言っているのではない図 「概念規定」の論文で一般的に解明したように，イ

γフレに独自の価値収奪が新規紙幣の差別的偏在的分配の規定から生成するの

であるから，やはり労賃収奪も同じ紙幣の差別的分配から生成するのである。

だが労賃収奪の場合，この新規紙幣の差別的偏在的分配を生み出す独自の契機

が介在しているのである。

(a) インフレ ションの労賃収奪機能の一般的機構

イY プレーショ γ の価値収奪機能が，前節で見たように直接的には賃労働の

搾取強化そのものでないとすれば，ィ γフレの労賃収奪機能の理論的定在もま

た明らかである。つまり，労賃収奪の問題は，インフレ波及過程の端緒におい

て与えられるのではなしその波及の途上で生成するということである。では，

どのようにして古、

インフレーションの波及の途上で労賃収奪が生成するメカニズムを研究する

ために， まずインフレの波及の過程で利得も損失も受けないで切り抜けて行く

基本的条件を見ておこう。それには，二つの条件がある。それは(1)自分の

商品に対して法則が命ずる騰貴率に照応して増大した紙幣群が買い向かい，

11) こり場合，恐慌の原因を労宣騰貴に求める宇野恐慌論とその大内氏による継if;関係も検討され
ねばならない。ここでは，包括的なものとして一つだけ上げる。柿本国;;L[" 大内氏の国家独占資
本主義論批判〈上〕・(下)， i経済」昭和50年7.8月号。またj 宇野恐慌論そのものについては，
川合郎，実現論なき恐慌論一一宇野教授の所説への疑問一一， i管理通貨と金融資本』有斐
閣， 昭月初49年、
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( 2)また自らが購入すべき商品が同率に騰貴する，

ンフレの波及過程において労賃収奪が惹起する白は，

というものである山。イ

労働力商品の購買をめく

って， ζの三条件を阻害する契機が存在するからである。

そこで名目的需要の波及の途上で新規紙幣が， ある個別資本の生産した商品

に買い向かったとしよう。すると， この二条件の阻害は，資本ー賃労働関係に

よって引き起こされることが分かるυ

ずな4っち，新規紙幣投入に上る名目的需要の波及が，ある個別資本に及ぶ場

合， この個別資本に対して買い向かう紙幣の増大は，必ずしもこの個別資本自

体の可変資本投下には敏感に反影しない。むしろ，資本主義的生産の規定的動

機が，資本の自己増殖に，剰余価値生産にあるため，階級闘争の影響を除外す

れば，個別資本としてはこの需要増大を蓄積の契機として取り込むことになる。

ここには，労働力商品が他の商品と異なって市場の盲目的な趨勢によってその

価格を決定されず，実質的に「交渉」を通じてしか決まらないという事情が存

在する。そこで， これを賃労働者の見地から見れば，上記の二条件の内でまず

(1)の条件，つま旬自分の商品に対して法具uが命ずる騰貴率に照応して増大

した紙幣群が買い向刀、うという条件が失なわれるのである。すなわち，資本関

係という「鴻過器」の介在によって騰貴率に照応した増大率の紙幣量が労働力

商品に買い向かうことが一定度阻害されるのである。 これは， イγフレーショ

ンの波及過程の端緒において新規に造出された紙幣が国家から一定の支配的資

本に供与される場合のように， まず新規紙幣の差別的偏在的分配が客観的に規

定されて，その上で過程が進行するというのでなく，新規紙幣の浸透の中で，

ろまらJ予手ιゐii2主ゐctも，会去二食会{動向iti: ¥"、与 r，最逼嘉」ゐ議鳥j::上

って新規紙幣の差別的偏在的な再分配が生起していることからくる。これが，

労働者の rw(労働力)一一G (労働)Jの運動に対するインフレの機能形態

であるn'。これに対1-，後で検討するように， 労働者の rG(労賃)一一W

12) 

13) 

拙稿「波及過程斗 96ページ。
土門氏もまたインフレーン zンによる労賃収奪をA-G刊の図式を使って考察されていノ
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(生活手段)Jの局面では，この労働者の不変のままの労賃の支出と，新規紙

幣による資本投下によって雇用された労働者の手か b支出される労賃支出とが，

生活子段を販売する市場で競合的流通を起こし，紙幣の圧縮過程が現出「る。

これを可変資本投下との関係で資本家の自lから見ると，彼の商品資本に対す

る名目的需要の波及は鋭敏であるのに対して， ~度の購入する労働力商品の騰貴

は，回避しやすいであろう。 Lたがって彼は，自らの販売する需要増大分を1

ポケットに Lまい込み，労働者にはし、主主で円おりの賃金を支払ってしら白顔

を決め込むのである。かくして彼は，一方的利得を獲得するのであるn

私が「概念規定」の論文で明らかにしたイ γ フレーショ Y に独自の価値収奪

の法則は，国家権力に基つ寸いて新規に造出された紙幣を優先的差別的に与えら

れた購買者と，既存流通紙幣のみによる購買者との聞に形成された収奪関係で

ある。それは，国家によって新規紙幣を予め与えられた者が，誰であるかによ

って決まる14h そして収奪関係は，新規紙幣による購買者と，既存紙幣のみに

よる購買者という購買者相互の横の関係である。これに対L，ここに言う価値

収奪は，同じ基礎のもとに生起するとはいえ，資本 賃労働関係という綻の連

¥、る。しかしそれは，ここで行っているよろに，①新規紙幣の流通岨程への浸透に伴う需要の波及

と，;I個々 白紙幣の圧1縮の過程とが7 同じメダルの裏と手貨の関係にあると哩惇されてりことではな

い。この両側面の関係については， !B日前「波及過品Jを参照せよ。大同氏は言う。「管理通貨制度
のもとでは国家はζの究挽過程(貴方修1者のAーG-Wの運動を言う 金谷一一〉に介入して，

Gの代表する金量を冠王育的に動かしうるのであり，必要におうじてそれを任意に減少せしめうる
からである」汀国独資ム 165へージ〕。 ここには，R;が個々の紙幣の代表金量の低下を価値収奪

と同 の形態規定と酔f詳していることが表明されている。しかし1 もLこれらが同ーの形態担定
なら社会白あらゆる紙幣所有者はj 価値JR奪されることになる。ここには，皆働者り賃金百実質

出!減少という現象は1 紙幣の差別的分配や，新規紙幣によるインフレ需要の波丑やj 賃労働者向1

佃目的な資本関係によるインフレ需要からの疎隔の契機などl 切考慮に入れられていない。し

たがって氏の場合，イ〆フ '"H齢貴の中で労働力商品の肺貴が立ち返れ，そこに「時間騒ぎjがで

きるということが，経験的に指摘されるだけとな色。 rインフレーションという形で，通貨面か
b価格水準の上昇がほかられるばめいp すくなくともゐる期間，労働賃金の l昇が相対的に立ち

おくれ，実質賃金の低下が生ずるというのが，これまでの資本主義では一般的にみられた現象で
あったJ(1雌綻の構造よ 229ベーシ〕。

14) 既に，注釈の 7)でも述べたようにj この収奪関係も単純に資本間収奪として発現するのでは

なし波及過程の法則に基づき，独占資本による非独占資本の収専問時として機能する。ここで

は問題を明確に提起するため，こうした複雑な条件を度タ4見している。
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鎖がイ γフレ一、ンョ γの波及を屈折させることによって収奪関係を形成させて

いる。この収奪は，販売者ε購買者の連鎖の中で生じる言わば「縦の収奪」で

ある。これに対し前者の収奪は，同一市場内の購買者相互間で形成される「横

の収奪」である。社会的総資本の再生産と流通に拘わるインフレーション的収

奪の機能形態は，こう Lたごつのモメ:/¥によって把揮されねばならない。

(b) 労賃の正縮

既に新規紙幣による名目的需要の波及から阻隔さわして増大しなかった労貨が，

労働者の手によって支出されて圧縮きれる過程については，簡単に示唆してお

いた。ここではもう一歩立ち入って考察してみよう。

先に I節で見たように，新規紙幣が資本家の手によって資本投下に利用され

る場合，可変資本投下と不変資本投下とに分かれる。それゆえ，新規紙幣が次

第に流通へ浸透し圧縮を完了する場合に，この個別資本は，一方で他の資本と

の競合を通じて，生産手段の形態で一方的に利得するのであり，他方で労働力

の形態で一方的利得を得るのである。この場合，前者は，労働対象や労働手段

といった労働生産物であるが，後者は，生きた賃労働者なのである。前者は，

特定の使用目的にf制約された商品であるが，後者は，主体的能力の開発の度合

といった区別を除くと，いかなる労働部固にも充当可能な人間労働力なのであ

る。そこで前者では，時々の見込をもとに生産された一定量の商品に対して，

購買力が発動され，収奪関係が形成される。ここでの競合関係を緩和するのは，

在庫や追加生産のみである。とれに対し労働力商品の場合は，絶えず相対的過

剰人口が毎在し， これが紙幣の競合的流通り緩衝装置となる。その結果，前者

のように一定量の商品に対しての紙幣の競合的流通とL、う形態を取らず，これ

まで相対的過剰人口としてプ んされていた新たな労働人口が量的に追加され

るという形態をとる。あるいは，資本過剰の顕在化とともに現われた莫大な失

業労働力の中から動員されるとし、う形態をとる Q したがって，生産手段の場合

と異なり，独占資本のもとに包撰される労働力の形態でのー方的利得は，個々

の労働者の賃金の騰貴を伴なわないか， あるいは抑制されるのが一般的とな
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るL5)。

このようにして，新規紙幣を支出する個別独占資本が，相対的過剰人口や新

たに生成した失業労働力を吸収し，その対価としてまだ流通過程への浸透を完

了していない新規紙幣が， この失業労働力の手に入る。新規紙幣は，この新た

に雇用される労働者の消費支出として，生活手段の販売市場に投入されること

になる。これに対して新規紙幣の投入による需要の波及から阻隔され，モの結

果労賃が増大できなかった労働者は， その労賃を支出すると，新たに雇用され

た労働者の支出した新規紙幣の労賃と競合するυ その結果，彼の労賃は実質的

に削減される。また賃労働者の全般的な労賃の水準も圧下される。とうした現

象は，無価値の紙幣の新規浩出を原因としており，決して新たな労働生産物の

創出に基っくものではない。だから，インフレ的収奪による独占資本のもとへ

の生産資本の集積・集中ふ新規雇用労働者の生活手段の取得も，また過剰生

産による失業労働者の生活手段の入手も， ともに既存紙幣によって資本前貸し

をする個別資本や，既存紙幣によって生活手段を入手する賃労働者等の購買力

や生産手段・生活手段の一方的損失に基ついているのである。

このように労賃のE縮は，一定の生活手段を再分配するのみならず，生産資

本総体の社会的な規模での組替え〔これによって資本蓄積の限界を突破し，新

たな資本主義的発展を獲得せんとする〕を実現するインフレの資本主義的機能

形態の媒介の結果として生成するのである1830

15) ここで言う必貨の判侍1は 紙幣で払われる名目痛としての'0貸であっ亡 それが次に述べる
労貨の圧縮によって実質的にどの程度減少するかを言っているのではない。

16) 先に且たようにJ 大内氏は，イ〆フレの価値収翠機簡を労賃1"，奪から出発するため， こうした
媒介過程の帰結としての労賃収奪機能の型論的定在を理解できない。そのため13)の注釈で且た
ように， λ内氏にあってはインフレの機能は，当面活買の上昇を遅らせて.その問に資本主義的

発展。契随を作り出そうとするものである。 rそれ〈実質賃金四切り下仔 金谷 〕によっ
てある程度の時間稼ぎがおこなわ札ているあいだに，かなりの資本が構成高度化に成功すれば1

労働賃銀が実質的により高い水準にのぼっても相対的華会価値町増大によって利i聞は十分に保証
されうる。問題は一方でそのような投資を容易にし劇激しつつ，他方でその問の時聞を稼ぐこと
にあるJ(大内「砿綻の構造J，226ページ〕。この場合，時間稼ぎの悶に成立する資本榊成の高度
化は，車L均資本の独立した努力のみに任されz インフレ的介入と由連関は与えられていない。

ζ うし7大内氏の見J僻り問題点は，労賃1"，翠という一方的損失のみが指摘され，その対極にノ
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(c) 横の収奪」と「縦の収奪」との連関

既に述ベたように 1横のi陣」は，疏通必要金量とこれを代位する既存流

通紙幣額，そして新規に造出された紙幣額の三つのそメントによって過程の端

緒においてすでに規定されている。乙れに刻し「縦の収奪」では，インフレ←

斗ノョン騰貴の波及遇税が，個々の資本 賃労働関係の中で屈折されて，収奪関

係に転化されている。したがって，波及過程の端緒において全面的に決定され

ていない収奪機能である。それで，この「縦の収奪」は，資本間収奪が進行し

て形成される諸資本の1 グラップ・アソド・ぜんトの中で生じる資本聞の矛盾

の緩衝装置の役割を果たす。すなわち「横の収奪!と「縦の収奪」とは，現実

の独占資木主義経済において 定の体系性を持つo たとえば，資本主義国家が

その戦略に基づいて独占資本，あるいは戦略的産業に優先的に資金を供給する。

すると同一市場で購買を行う残余の資本が，その購買を通じて収奪される

(1横の収奪J)。そして，こうした諸資本の競争を通じ発生した矛盾が， 1縦の

収奪」を通じて労働者階級へと転嫁されることになるであろう等々。こうした

インフ νの収奪機能には暗黙の体系性が存在する。

さらに拙稿「波及過程」で分析したインフレ騰貴の不均等性が， こうした労

賃収奪の機能形態を規定する。つまり，単なる負担転嫁のみならず，インフレ

の不均等性が，各生産部門の可変資本投下に反映して，労働力の部門間移動を

推進するのである。この部門間移動が，資本間で展開する独占資本のインフレ

酌蓄積や新産業設立と， 1回別資本・個別産業0)切り捨てに対応して展開する乙

とになる1り。

あとがき

イγ フレの価値収奪機能の資本主義的機能形態を問題にするとき，我々は労

、生成するであろう 方的利得の発現形態を追及~，両者の目的連闘を問うこと，をしないことか

らきている。
17) ここでは，純粋に紙幅の関係から』こうした労働力の啓勤移転機構に立ち入吾ことはできな

かった。改めて 論じることにしたい。
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賃収奪機能そのものから始めて理解することはできない。労賃収奪の機飽は，

インフレの蓄積促進の諸機能の発現の帰結として展開するのである。インン ν

は，決して何等かの労働生産物の創造ではなL、。それは，国家権力に基っく無

価値の紙幣の造出によって惹起される経済現象である。それは， 11;貨規定の与

えられた紙幣の投入によって，社会の富を一方的に移転し，新たに資本主義的

生産の出発条件を設定する。これを独占資本の見地から見れば，自らの剰余価

値生産に基つεかない蓄積，インフレ的蓄積の展開なのである。

こうした機能を看過して，ィ γ フレの資本主義的機能形態を労賃収奪から理

解L上弓とすれば， どのような理論的帰結を生むかは，木稿でもョ大内氏の理

論の検討を通じて示してきたとおりである。最近では氏は，氏自身があげてお

られたインフレの諸機能形態との連関も投げ捨てられて，賃金と物価のスパイ

ラノレを機軸にした「二スタグフ νーション」論を展開されている。上部構造の侵

害(紙幣造出〉に対寸る経済法則(ここでは価値法則〉の反作用としてインフ

レを捉えることを放棄されるため，氏にあっては，体系的なインフレの機能形

態を捉えようもないのである'"。

本稿に示された諸機構は，全体と Lて相互作用を与えあいつつ機能する。こ

うした具体的論点についてはヲまた楠を改めて論じたい。

18) iスタグプレーシ三 γの問題を解明するための要点がインフレーションの加速機構の解明にお
るJ ¥大内「匝綻の構造J，25日へーン)0 iそのくインアレの加速機構 金谷一一一〉もっとも
基本的な原因は賃銀上昇の加速にあり，賃銀と物価のスハイラルが，あるいはそのよつなスパイ
ラルを必然にするような条件が用意されてし、ることが，インフレ←ゾョンの加速を不可避にす
るJ (同， 251ヘジ〕。


